
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（栃木県　平成２９年度）
メニュー

①
メニュー

②
事業内容 事業費 備考

（対象作
物・畜種
等名）①

計画時
（平成
25年）

１年後
（平成
26年）

２年後
（平成
27年）

３年後
（平成
28年）

目標値
（平成
28年）

達成率
（対象作
物・畜種
等名）②

計画時
（平成
25年）

１年後
（平成
26年）

２年後
（平成
27年）

３年後
（平成
28年）

目標値
（平成
28年）

達成率

（工種、施設区分、
構造、規格、能力

等）

（円）

交付金
都道
府県
費

市町村費 その他

市
貝
町

芳賀農
業振興
事務所

稲（新規
需要米を
除く。）

下位等級指
数の5割削

減

11.4
(238.9t
/2133.3
3t)
H19～
H25　7
中5平均

5.85
(140.9
7t/2,4
10.9t)

3.52
(64.56
t/1,83
2.88t)

4.32
(73.14
t/1,69
4.8t)

5.7
(80t/2
,430t)

124.2%

下位等級
比率の削
減目標が
達成され

た

稲（新規
需要米を
除く。）

高温耐性品
種作付面積
割合2ポイ
ント向上

7.4%
(388,00
6㎡

/5,219,
439㎡)

5.9%
(298,27
1㎡

/5,050,
345㎡)

9.9%
(504.39
6㎡

/5,061,
817㎡)

9.6%
(489,74
9㎡

/5,085,
762㎡)

9.5%
(500,00
0㎡

/5,219,
439㎡)

104.7%

高温耐性
品種作付
面積割合
の目標が
達成され

た

産地管理施設

色彩選別機

付帯設備一式

処理能力1.2～
8.4t/h

42,625,116 19,733,000 0 0 22,892,116 H27.1.28

品質の向上効果は、事業実施
時から下位等級指数比率が約
7.08%（事業実施時11.40%、平
成28年4.32%）向上している。
新規就農者の為の研修（新規
就農塾等）を含め、生産者へ
の基本技術の励行の徹底や無
人ヘリによる一斉防除の実施
により品質向上の効果が出
た。今後は関係機関と連携を
取りながら担い手への農地集
積・農地の有効利用を図ると
ともに、色彩選別機を利用し
品質向上を目指す。

事業効果が十分
発揮され、品質
向上等につな
がった結果、下
位等級比率の削
減と高温耐性品
種の作付面積増
加の目標値を上
回ることができ
た。

栃
木
市

下野農
業協同
組合

野菜
 （トマ
ト）

事業実施地
区に於ける
ﾄﾏﾄの生産
量を被災前
に比べ４％
以上増加

501.1t

（平成
 24,25
年度平
均）

603.9t 645.7t 591.6t 521.2t
450.2
 ％

事業実施
地区に於
けるﾄﾏﾄ生
産量が
90.5t

(3.3t/10a
)17.8%増
加した

低ｺｽﾄ耐候性ﾊｳｽ6棟
(2.71ha)
･施設再建6棟
･自動炭酸ｶﾞｽ発生装
置　19台

6,822,576 3,158,000 0 0 3,664,576 H26. 11.28

炭酸ガスの施用により、果実
の着色・肥大化及び軟弱徒長
苗の防止等の効果が得られ、
生育・品質向上につながった
他、肥培管理や適期防除等に
努め、生産量を増加し、目標
を達成することができた。

事業の効果が十分
発揮され、品質向
上や収量増加につ
ながった結果、生
産量が目標値を上
回ることができ
た。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市
町
村
名

事業実
施主体
名

成果目標の
具体的な内

容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
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成果目標の
具体的な内

容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評価 都道府県の評価
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費
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町
村
名

事業実
施主体
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高
根
沢
町

塩野谷
農業協
同組合

土地利用
型作物
（稲）

籾摺ユニッ
ト及び色彩
選別機の高
度化により
選別精度向
上を図る。
また、きめ
細やかな生
産指導を徹
底し高品質
米の生産を
図る。

下位等
級指数
（事業
実施年
度の前
７中５
平均）
6.8％

下位等
級指数

3.5%

(346t
/

9905t)

下位等
級指数

23.9％

(2146t
/

8980t)

下位等
級指数

4.9％

(445t
/

9098t

下位等
級指数

3.4％

(330t
/

9700t)

55.8%

前年よ
り、大幅
に削減さ
れたが、
一部個体
出荷にお
いて、カ
メ虫の被
害をう
け、等級
落ちが発
生した。

穀類乾燥
調製貯蔵
施設等再
編利用

中央ＣＥの
調整施設を
機能強化
し、新規需
要米等の生
産拡大に取
り組み、北
部ＣＥとの
連携により
利用率の向
上を図る。
また、農地
利用集荷円
滑化事業や
農地中間管
理機構等を
活用し担い
手への集積
を進める。

利用率
86％

(麦
1,369ｔ
主食

3,284ｔ
新規339

ｔ
計

4,992ｔ
/

5,800
ｔ)

担い手
への農
地集積
率
82％

(1,615h
a/

1,979ha
）

利用率
65％

(麦318
ｔ
主食

3,454ｔ
新規
0ｔ
計

3,772
ｔ
/

5,800
ｔ）

担い手
への農
地集積
率
83％

(1,642h
a/

1,979ha
）

利用率
　74％

(麦980
ｔ
主食

3,310ｔ
新規
0ｔ
計

4,290ｔ
/

5,800
ｔ）

担い手
への農
地集積
率
85％

(1,682h
a/

1,979ha
）

利用率
72％

(麦883
ｔ
主食

3,275ｔ
新規
0ｔ
計

4,158ｔ
/

5,800
ｔ）

担い手
への農
地集積
率
86％

(1,702h
a/

1,979ha
）

利用率
100％

(麦
1,900ｔ
主食

3,600ｔ
新規300

ｔ
計

5,800ｔ
/

5,800
ｔ)

担い手
への農
地集積

率
89％

(1,780h
a/

2,000ha
）

-100％

57.1％

利用率が
計画時よ
り、14％
低下し
た。

担い手へ
の集積

は、4％の
増加にと
どまっ
た。

穀類乾燥調製貯蔵施
設増強・調整施設
（色彩選別設備）・
附帯施設

106,959,960 49,518,000 0 0 57,441,960 H27.3.13

Ｈ26年産米の下位等級比率3.5％と
減少したが、Ｈ27年産米について
は、収穫時期の豪雨による刈り遅れ
の結果、品質が低下し下位等級比率
が大幅に増加してしまった。Ｈ28年
産米については、適期刈り取りの推
進等により刈遅れによる品質の低下
は、少なくなったが、一部個体出荷
において虫害による、着色粒の発生
があり、4.9％と目標値に達せな
かった。
また、施設利用率については、国に
よる飼料用米作付けの推進に対応し
たことにより、麦から飼料用米への
作付け転換が進み、麦の利用量が下
がり、72％と目標値に達せなかっ
た。
担い手への集積については、小規模
農家が麦から飼料用米への作付けが
進んだため、担い手への集積が進ま
ず農地の集積率は86％にとどまっ
た。
しかし、中央ＣＥの調整設備を機能
強化したことにより、北部ＣＥから
の搬入分を含めスムーズな稼働がで
きた。また、色彩選別機を全量使用
することにより、高品質化が図れ
た。
今後も両ＣＥの連携をとり北部ＣＥ
から中央ＣＥへの搬入を進めるとと
もに、主食用米の新品種を受け入れ
稼働量増やし、導入した機械を有効
活用し生産指導と併せて、品質の向
上に努め、担い手への集積を進め
る。

下位等級比率につ
いては、収穫時期
の豪雨による刈り
遅れや虫害の影響
があり目標達成に
は至らなかったも
のの、下位等級指
数は改善され事業
効果が発揮され
た。利用率向上に
ついては、国によ
る飼料用米作付推
進により、当該地
区においても、そ
の施策に対応して
飼料用米への作付
けが進んだ結果、
麦の利用量が低下
したため目標達成
には至らなかっ
た。
担い手の集積率に
ついては、小規模
農家による飼料用
米への作付け転換
の影響があり、増
加したものの目標
達成に至らなかっ
た。
今後も、防除情報
の周知等による品
質向上、麦の作付
推進と主食用米受
入を含めた近隣施
設（北部CE）から
の搬入推進等によ
る利用率向上及び
生産指導等による
集積率向上に努
め、目標達成を目
指す。
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物・畜種
等名）①

計画時
（平成
25年）

１年後
（平成
26年）

２年後
（平成
27年）

３年後
（平成
28年）

目標値
（平成
28年）

達成率
（対象作
物・畜種
等名）②

計画時
（平成
25年）

１年後
（平成
26年）

２年後
（平成
27年）

３年後
（平成
28年）

目標値
（平成
28年）

達成率

（工種、施設区分、
構造、規格、能力

等）

（円）

交付金
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足
利
市

足利市
農業協
同組合

 野菜
 （アスパ
ラガス）

上位規格の
割合を１２
ポイント以
上増加

59.5%
（46.09
ｔ／
77.39
ｔ）

59.5%
（46.0
9ｔ／
77.39
ｔ）

66.3%
（76.8
5t／
115.93
ｔ）

65.3%
（76.7
7ｔ／
117.59
t)

71.5%
（95.6
4ｔ／
133.75
ｔ）

48.3%

上位規格
の割合が
5.8ポイン
ト増加

 野菜
 （アス
パラガ
ス）

単位面積あ
たりの販売
額が15％以
上増加

2,510千
円

①販売
単価

1,057円
／kg

②10aあ
たり収
量

2,374kg
全出荷
量77.39
ｔ/面積
3.26ha
＝2,374
③10aあ
たり販
売額

2,510千
円　単
価1,057
円×10a
あたり
収量

2,374kg
＝2,510
千円

2,510千
円

①販売
単価

1,057円
／kg

②10aあ
たり収
量

2,374kg
全出荷
量77.39
ｔ/面積
3.26ha
＝2,374
③10aあ
たり販
売額

2,510千
円　単
価1,057
円×10a
あたり
収量

2,374kg
＝2,510
千円

2,664千
円

①販売
単価

1,126円
／kg

②10aあ
たり収
量

2,366kg
全出荷
量

115.93
ｔ/面積
4.90＝
2,366
③10aあ
たり販
売額

2,664千
円　単
価1,126
円×10a
あたり
収量

2,366kg
＝2,664
千円

2,889千
円

①販売
単価

1,108円
／kg

②10aあ
たり収
量

2,607kg
全出荷
量

122.53
ｔ/面積
4.70ha
＝2,607
③10aあ
たり販
売額

2,889千
円　単
価1,108
円×10a
あたり
収量

2,607kg
＝2,889
千円

2,889千
円

①販売
単価

1,080円
／kg

②10aあ
たり収

量
2,675kg
全出荷

量
133.75t
/面積
5.0ha=2
,675kg
③10aあ
たり販
売額

2,889千
円　単
価1,080
円×10a
あたり
収量

2,675kg
＝2,889
千円

100.0%

単位面積
あたりの
販売額が
15.1％増

加

・集出荷貯蔵施設
（予冷施設）４４．
５㎡　処理量３ｔ/
日

7,718,760 3,420,000 0 0 4,298,760 H27.4.28

「予冷施設の導入により、特
に高温期における市場までの
輸送中の品質低下を減らし、
上位等級品の割合を増加させ
る。」として、目標を設定し
たが、期間中の達成には至ら
なかった。輸送中の品質低下
の未然防止はもちろんのこ
と、生産技術の向上等により
そもそものL品出荷量の収量増
を図り、今後も目標達成を目
指したい。

事業の効果が発
揮され、単位収
量当たりの販売
額は目標を達成
することができ
たが、上位規格
の割合増加に関
しては目標達成
には至らなかっ
た。今後も栽培
指導等を通じて
品質の向上等に
努め、目標達成
を目指す。

123.1%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県
平均達成

率

市貝町及び栃木市の取り組みについては、目標が達成できたと認められる。
高根沢町及び足利市の取組については、目標達成には至っていないため、達成するまでの間、事業実施状況を確認し目標達成に向けた取り組みを指導していく。
また、実績値が目標値に達していない地区については、今後も状況の把握や改善に向けた指導等を行っていく。


